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政策評価に関する統一研修



自治体における日本型「政策評価」
政策評価に関する統一研修

• 1996年に三重県等からはじまり、先進自治体、国、その他自治体の順
に普及。現在、1099／1788団体が導入済。

• 手法は業績測定を中心とする体系的評価が多い。

• 対象は事務事業や施策の大部分。

• 内部評価（自己評価）を基本とし、外部評価で補完。

• 目的は、説明責任、政策の質。

• 背景は地方分権による自治体の政策能力向上の必要性。

• 簡易な評価手法で政策形成という高度なチャレンジのため課題もある。



AI（artificial intelligence） 

評価の負担を軽減させ政策能力を向上させる

政策評価に関する統一研修

• 業績測定は評価手法の中では簡易な手法であるが、専門的な教育・訓練を
受けていない行政職員が行うにあたっては、ロジックモデルの作成、指標
の設定、目標の設定といった点で難しい面もある。

• 評価シートの記述の不備（ミス、手抜き、ごまかし等）は担当職員が指摘
したり、外部評価（制度の適切さおよび内部評価が適切に行われているか
のチェック、役所にはないアイディアの提供）で指摘したりされるが、時
間もかかるし、指摘する側にもされる側にも心理的な負担となる。

• AIは、短時間で既存・先進の施策・事務事業の検索、施策・事務事業およ
び指標と目標の案を提案可能。また、不備の指摘も可能で他の職員や外部
評価委員会に指摘されるより受け入れやすい。



ファシリテーション 

外部評価の雰囲気を和らげて情報やアイディアを引き出す

政策評価に関する統一研修

• 外部評価は、評価制度の適切さのチェック、内部評価が適切に行われているかの
チェック、役所にはない情報（調査の代わり）やアイディアの提供などのために
行われる。

• 学識経験者、有識者、公募市民などにより行われる。

• 1年間に1～6回程度開催されるが、全ての施策・事務事業を評価することはでき
ないので、3～4年に分けて行うことが一般的。

• 硬い雰囲気になることも多い。行政職員と対立的な雰囲気になることもある。提
供される情報やアイディアの質や量を損ない、評価結果が利用されにくくなる。

• これらは外部評価委員会にファシリテーションを入れることにより改善可能。



ビジュアルな報告書・動画 

利用して欲しい相手に合わせた伝え方で評価結果の利用を促進する

政策評価に関する統一研修

• 評価結果の利用（utilization）は十分ではない。主たる想定利用者である行
政職員や議員や市民に、評価結果を見てもらい、理解してもらい、利用し
てもらうことが重要。

• 既存施策・事務事業や先進事例からヒントを得てよい施策・事務事業をつ
くることも重要だが、政策体系全体を俯瞰した総合調整も重要。

• 市民には政策体系全体も個別の施策・事務事業も見て、行政が説明責任を
果たしているか判断すること、アイディアを提供することが期待される。

• ビジュアルな報告書や動画は、先進事例もあり、関心を引く効果および理
解を促進する効果が期待される。
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